EU生涯学習政策の検討--アクティブ・シチズンシップとエンプロイアビリティ by 田村 佳子 & TAMURA Keiko
15
EU生涯学習政策の検討
──アクティブ・シチズンシップとエンプロイアビリティ──
田　村　佳　子*
はじめに
　1993年、EU（European Union:欧州連合）はマース
トリヒト条約の発効により誕生した。マーストリヒト
条約発効時の EUの３本の柱は以下であった。第１の
柱はこれまでの欧州共同体（EC）、第２の柱は共通外
交安全保障政策、第３の柱は司法・内務協力である。
第１の柱である ECは、マーストリヒト条約によって、
それまでの欧州経済共同体（EEC）の名称から「経済」
を削除したものであり、経済のみでなく欧州統合の全
般を担う組織とされ、EC条約の中に経済通貨同盟、
社会政策、消費者保護、公衆衛生、欧州横断網、産業、
開発協力、文化、教育等の分野の権限が追加された1）。
　また、EUの発足により、「EU市民」という新しい
概念が生まれた。現行の EU条約では、第２条に「連
合は、人間の尊厳、自由、民主主義、平等、法の支配、
マイノリティの人権を含む人権の尊重の価値に基礎を
置く。これらの価値は、多元主義、無差別、寛容、正
義、連帯及び男女の平等が普及している加盟諸国に共
通するものである」と述べられている。EUは発足の
当初から、社会的に排除された人々を社会に統合して
いくための取り組み「社会的包摂（social inclusion）」
を主要な課題としていた。
　1990年代、教育と職業訓練の協力が雇用においても
EU市民の育成においても役立つという意識が EUの
中で成長し続けてきた。そして、教育と職業訓練を統
合する概念として「生涯学習」が提唱されるように
なってきた。
　拙著「EUにおける生涯学習の展開──マーストリ
ヒト条約から『ET2020』まで」（愛知県立大学生涯発
達研究所『生涯発達』第６号）では、マーストリヒト
条約からリスボン戦略を経て「ET2020」までの EU
の条約とプログラムにおける教育・職業訓練および生
涯学習の位置づけを検討した。
　1960年代半ばにユネスコにおいて提唱された「生
涯教育」は誕生から死に至るまで教育を統合するだけ
でなく、学校教育や成人教育と職業教育、そして社会
に存在する様々な教育機関の統合を進めるための改革
理念であった。ユネスコの「生涯教育」論が今日、
EUにおいて「生涯学習」として再構築されてきた。
　EUの生涯学習論および施策において重視されてき
たのは「アクティブ・シチズンシップ（active citizen-
ship）」と「エンプロイアビリティ（employability：雇
用されうる能力）」の育成であった。本論文では、EU
における生涯学習論において、アクティブ・シチズン
シップとエンプロイアビリティがどのように論じられ
てきたか、これらの能力の育成が何をめざすもので
あったかを明らかにしたい。
第１章 　「生涯学習に関する覚書」におけるアクティ
ブ・シチズンシップとエンプロイアビリティ
　マーストリヒト条約以前の ECにおいては職業訓練
に関する権限はあったが、教育に関する権限はマース
トリヒト条約以降に入ってきたものである。マースト
リヒト条約は教育・職業訓練に関し、構成国の責任を
尊重しつつ、欧州連合としての事業を進めていくこと
を原則とし、条約第126条および第127条で教育・職
業訓練について述べている。ここでは、「生涯学習」
という用語は用いられていないが、1993年のジャッ
ク・ドロール欧州委員会委員長による白書『成長、競
争、雇用』において、「生涯学習は国の教育的コミュ
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ニティが独自の貢献が包括的な目標である」2）と述べて
いる。ここではヨーロッパの経済競争力の強化と雇用
の拡大のために教育と職業訓練が継続的に行なわれる
ことの重要性が述べられており、また雇用の拡大と教
育による社会的包摂への期待が述べられていた。1995
年には、白書『教育と学習──学習社会に向けて』3）
が発表され、教育と職業訓練を含む学習社会の形成が
知識基盤社会・情報社会に必要であることが明らかに
された。これらは、「教育と訓練の伝統的な分離を打
ち崩す最初の政策ドキュメント」4）となった。また、
1996年にはヨーロッパ生涯学習年が展開された。
　そして、EUは2000年３月のリスボン・サミットで、
「より良い職業をより多く創出し、社会的連帯を強化
することにより、持続的な経済成長を可能にする、世
界中で最もダイナミックで競争力のある知識基盤経
済」5）を2010年までに実現するとする経済・社会戦略
（リスボン戦略）を打ち出した。
　リスボン戦略では知識社会の必要性と雇用の質の改
善のニーズに応える教育・訓練制度が求められた。と
りわけ、青年、失業者、急速な変化に職業スキルが対
応できない危機にある人々をターゲットとした学習・
訓練の機会が求められた。
　リスボン戦略以降、EUでは失業率に代わる新たな
指標として、就業可能人口に占める就業者の割合を意
味する「就業率」が用いられるようになった。それ
は、失業率の母数から就業できない人々を排除するこ
とにより失業率を改善するのではなく、これまで社会
的に排除されてきた人々への人的投資を高め、より多
くの人々を労働市場に参入させる雇用政策であった。
「生涯学習」を通して、ベーシック・スキルをとりわ
け社会的に排除された人々に与えようとするもので
あった。また、そのベーシック・スキルは ITスキル
や語学、技術などの雇用に関わるものだけでなく、社
会的スキルをも含んだものであった。
　リスボン戦略を受け、2002年のバルセロナ・サミッ
トでは「生涯学習」を基本原則とした「教育・訓練
2010」（ET2010：Education and Training 2010）が策定
された。また、2006年には「生涯学習アクションプ
ログラム2007‒2013」（an action programme in the field 
of lifelong learning）が欧州議会で承認され、決定され
た。
　これらの政策の方向性を示したのがリスボン戦略に
呼応して2000年に出された「生涯学習に関する覚書」
（A Memorandum on Lifelong Learning）であった。これ
は欧州委員会のワーキングペーパーであったが、生涯
学習政策をより雇用政策に近づける転換点となったも
のであった。
　また、リスボン戦略、「生涯学習に関する覚書」に
先立ち、1998年以降、EUの「雇用ガイドライン」に
おいて、生涯学習の重要性が指摘されてきたことも注
目されるところである。1998年に出された「雇用ガ
イドライン1999」では、「スキルとアダプタビリティ
を持った労働力の開発における生涯学習の重要性がこ
れまでガイドラインでは十分に認識されてこなかっ
た」6）とし、雇用の改善のための指針の６番目に生涯
学習の可能性の開発ために加盟国が社会的パートナー
とともに努力することを求めている。
　「生涯学習について覚書」は生涯学習を EUにおけ
る最優先事項として実行しなければならない等しく重
要な二つの理由を次のように述べている。
 「 ・ヨーロッパは知識基盤社会経済に向かっている。
自分自身と地域社会のために最新の情報と知識など
の資源を賢く使用するモチベーションとスキルを
もって、今まで以上にこれらにアクセスすることが
がヨーロッパの競争力を強化し労働力のエンプロイ
アビリティとアダプタビリティを改善する鍵とな
る。
　 ・今日のヨーロッパの人々は複雑な社会的政治的世
界に生きている。これまで以上に、個人が自分自身
の生活を設計することを望んでおり、積極的に社会
に貢献することが期待されている。また文化的、エ
スニック的、言語的多様性の中でポジティブに生き
ることを学ばなくてはならない。その最も広い意味
において、教育はこれらの挑戦にこたえる方法を学
び理解する鍵である。
　現代の社会と経済における変化の二つの特徴は相互
に関わっている。それらは生涯学習の等しく二つの重
要な目的：アクティブ・シチズンシップの促進とエン
プロイアビリティも促進である。」7）
　覚書では上記のように、アクティブ・シチズンシッ
プとエンプロイアビリティを生涯学習の二つの等しく
重要な目的としている。覚書はアクティブ・シチズン
シップとエンプロイアビリティをどのようなものと考
えているのだろうか。
　「アクティブ・シチズンシップは人々が社会的経済
的生活のあらゆる領域に参加するか否か、どのように
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参加するかに焦点を置いている。また、人々がそうし
ようとする際のチャンスと危機、人々が生活する社会
の一員であり、‘a fair say’ を有していると感じられる
範囲に焦点を置いている。ほとんど人々の生活にとっ
て、賃金が支払われる労働は独立心と自尊心と福祉を
支えるものである。」8）
　エンプロイアビリティは「雇用を獲得し維持する能
力であるが、アクティブ・シチズンシップの中心的な
次元であるだけでなく、完全雇用を実現し、『新しい
経済』においてヨーロッパの競争力と繁栄を改善する
決定的条件である。」9）
　そして、アクティブ・シチズンシップもエンプロイ
アビリティも経済的・社会的生活に貢献するものとさ
れていた。
　雇用ガイドラインから覚書の流れは、ヨーロッパ型
福祉国家のありようを転換するものであった。社会的
包摂、アクティブ・シチズンシップ、エンプロイアビ
リティの議論の中で、人々を「雇用されている人」と
「失業している人」に区分することから「社会に居場
所がある人」と「居場所がない人」への区分にシフト
し、あらゆる人々が社会に統合されることが目指され
るようになった。また所得の再分配という福祉のあり
方から経済活動に参加する機会の分配というあり方へ
のシフトであった。
第２章 　市民の責任と権利── Andreas Fejes の
論を中心に
　しかし、 この 「覚書」 に対する批判もある。Camel 
Borg & Peter Mayoの “The EU Memorandum on Lifelong 
Learning. Old wine in new bottles?”10）は、覚書は新自由
主義的な競争的能力主義の影響を受け「古いワインが
新しいボトルに移る際に変質した」と批判をなげかけ
ている。
　こうした批判は、「覚書」が「『エンプロイアビリ
ティ』促進にかかわる訓練・適応を偏重し、実際には
『アクティブ・シティズンシップ』を軽視している」11）
とするものでもあった。
　「覚書」は次のように述べている。
　「人々自身が知識社会の先導的なアクターとなるこ
と。最も重要なのは、絶え間ない変化の中で知識を効
果的かつ賢明に創造し使用することができる人々の能
力である。この能力を完全に開発するために、人々は
自分たちの生活を自分たちの手中にすること──すな
わち、アクティブ・シチズンとなること──を望み、
それを可能にする必要がある。生涯にわたる教育と訓
練はすべての人が変化にチャレンジする最善の方法で
ある。」12）
　「覚書」は人々がアクティブ・シチズンとなること
を求めているが、1970年代ユネスコにおける生涯教
育論が個人の発達に重きをおいたヒューマニスティッ
クなものであったのに対し、「覚書」は雇用と労働市
場への個人のアクティブな参加に重きをおいたもので
あるとの指摘もある。Andreas Fejesは、生涯学習「政
策はヒューマニスティックな議論から経済の議論へと
シフトした」13）と述べている。
　スウェーデンのリンシェーピング大学の研究者であ
る Andreas Fejesは、ケアワークの領域での事例研究
を行いつつ、エンプロイアビリティの視点から生涯学
習政策を検討してきた14）。その研究では、生涯学習と
エンプロイアビリティの議論を通してガバナンスがど
のように働くか、どのような市民が形成されるのか、
そのターゲットとされる人々自身が議論をどのように
受け止め、どのような議論を形成していくかに焦点を
おいていた。
　Andreas Fejesは、この20年間で「生涯学習は政策用
語において成人の教育と学習を語るときに支配的なも
のとなった。教育について語ることから学習について
語ることへのシフトはどのように市民が解釈されるの
かにおいてのシフトと同一である」15）と述べている。そ
して、2010年の「教育訓練の戦略的枠組み」（Strategic 
framework for education and training）は生涯学習の過程
として労働と教育を統合することを目的とした生涯学
習の長期戦略であったが、それは同時に、「生涯学習
と ‘リサーチ、教育、イノベーション’ のトライアン
グルについて語ることは、統治（governing）につい
ての現代的議論において知識生産と生涯学習との新し
い関係を示唆することであった」16）とし、「知識基盤経
済の創造をサポートするものとしての生涯学習の位置
づけから労働と知識生産過程を統合するものとしての
生涯学習の位置づけへのシフト」17）を示していたとし
ている。
　「絶え間ない変化の中で、社会は支配され統治され
る市民ではなく、フレキシブルでアダプタブルな市民
を必要」18）としており、「自由」で能動的な市民となる
ための学習自体も市民が個人の選択によってなされる
べきだと述べている。すなわち、「これらの議論の変
化は生涯学習が権利から義務と責任へと移行したこ
と」19）を意味している。
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　そして、生涯学習と同様にこの20年間で出現して
きたエンプロイアビリティの議論において、政策は、
「雇用の不足について語り、市民を『雇用されている
人』あるいは『失業している人』と描くことに代わっ
て、エンプロイアビリティの不足について語り、市民
を『エンプロイアビリティを有する人』あるいは『エ
ンプロイアビリティに欠ける人』と描くこと」20）に
なった。
　したがって、労働市場における構造的な不平等や問
題よりも、雇用における個々人の責任に焦点があてら
れることになるが、「エンプロイアビリティと生涯学
習の議論はガバナンスがどのように実行され、市民が
どのようにガバナンスの主体と位置づけられるかの議
論へのシフトを意味するものである。」21）
　しかし、市民がガバナンスの主体となること、生涯
学習とエンプロイアビリティの獲得において、学習者
自身が自らの学習を設計し実行する責任の主体となる
ことは、もっぱら市民のみの自己責任であるだろうか。
　Andreas Fejesは OECDと EUにおけるエンプロイア
ビリティ論を比較し、OECDにおけるエンプロイアビ
リティはより経済的な側面が強いとしている。たとえ
ば、「EUが知識基盤社会に重点をおいているのに対
し、OECDは知識基盤経済に重点をおいている。
OECDでは人的資本は経済的繁栄とエンプロイアビリ
ティを増進するスキルへの投資である」22）が、EUの
政策ではエンプロイアビリティは社会的統合のアイ
ディアに関係するものであり、「社会的包摂と個人の
自己実現もまたエンプロイアビリティと生涯学習にお
いて重要なゴールである」23）とされている。
　そして、個々人はエンプロイアビリティを有するた
めにアダプタブルでフレキシブルになることが個々人
の責任とされる。すなわち、個々人は生涯学習の機会
を使う責任を有するのだが、国や地方自治体、市場は
その機会を提供する責任、「法や規定によって集団的
に将来を計画するのではなく、個人を援助する構造を
作る」24）責任を持っている。
　Andreas Fejesは、スウェーデンのケアワークの領域
でのインタビューによって、生涯学習とエンプロイア
ビリティへの個人の責任と国や地方自治体、市場の役
割を分析している。その調査では、民営化が進むケア
ワークの領域において雇用主はケアワーカーにより高
度の資格を求めていること、ケアワーカー自身も変化
する社会の中で将来に対するリスクに自ら対処すべく
学習に対し意欲と主体性を示していること、しかし、
一方で、有給の労働時間内での学習の機会と経済的支
援を求めていることを明らかにしている。
第３章　EURASHE におけるエンプロイアビリティ
　「エンプロイアビリティ」という用語は日本でも
1990年代以降に用いられるようになってきた。1995
年に日本経営者団体連盟が出した報告書「新時代の
『日本的経営』──挑戦すべき方向とその具体策」で
は、「長期蓄積能力活用型」「専門能力活用型」「雇用
柔軟型」の３タイプの雇用を組み合わせた雇用ポート
フォリオの導入や、職務にリンクした職能資格制度の
導入、年功的定期昇給制度の見直しなどを提言した
が、これらは雇用の流動化を加速させるものであり、
新たな人材育成モデルを必要とするものであった。
1999年、日経連教育特別委員会・エンプロイヤビリ
ティ検討委員会報告「エンプロイヤビリティの確立を
めざして：『従業員自律・企業支援型』の人材育成を」
は欧米とは異なる “日本型エンプロイヤビリティ” の
形成を提唱した。
　2001年に厚生労働省が発表した「エンプロイアビ
リティの判断基準に関する調査報告書」25）では、エン
プロイアビリティの具体的内容のうち、労働者個人の
基本的能力として、以下の３点をあげている。
　Ａ　職務遂行に必要となる特定の知識・技能などの
顕在的なもの
　Ｂ　協調性、積極的等、職務遂行に当たり、各個人
が保持している思考特性や行動特性に係るもの
　Ｃ　動機、人柄、性格、信念、価値観等の潜在的な
個人的属性に関するもの
　こうしたエンプロイアビリティの規定はあるが、一
般的には、外部労働市場への移動を可能にする能力、
すなわち転職できる能力ととらえられがちである。
　これに対し、若年失業者が多い EUでは、若年失業
者や長期失業がエンプロイアビリティを最も必要とす
る人々と考えられており、エンプロイアビリティは労
働市場から阻害された人々を社会に包摂していく手段
とも考えられる。
　稲永由紀「欧州高等教育におけるエンプロヤビリ
ティ論の位相──流動性、量的拡大、学位の二段階モ
デル」26）では、英国におけるエンプロイアビリティの
定義を労働市場サイドと（高等）教育サイドの両方か
ら明らかにしている。
　稲永によれば、雇用研究所（Institute for Employment 
Studies）のヒラッジとポラード（Hillaage, J. and Pollard, 
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E.）はエンプロイアビリティを「『継続可能な雇用を
通して潜在的能力を実現するために、労働市場の中で
自立的に動く能力』であり、『個人にとってそれは、
彼女ら／彼らが所有する知識・技能・態度、それら資
産を使用したり雇用者に対して示すやり方、そして彼
女ら／彼らが働く文脈（例えば個人の状況や労働市場
環境）によって決まる』」27）ものであるとしている。ま
た、高等教育サイドからの定義として、英国高等教育
アカデミー（Hiher Education Academy）のナイトと
ヨーキ（Knight, P. T. and Yorke, M.）はエンプロイアビ
リティを「『職を得る、あるいは自らが選んだ職業で
成功をおさめる可能性がより高くなるような一連の学
力（アチーブメント）であり、具体的には技能、理解
力、及び個人的特性である』」28）としている。
　EURASHE（the European association of European 
higher Education Institutions）の事務局長である Johan 
Cloetが2015年12月１日に開かれた「生涯学習週間」
で行なった報告 “Employability & Lifelong Learning”
では、エンプロイアビリティは「雇用を見つけ、維持
する能力」とされ、エンプロイアビリティは以下の要
因の結合に依拠した相対的な概念であるとされた29）。
　・個人（パーソナリティ、ネットワーク、社会的背
景、スペシャル・タレントなど）
　・教育における獲得（知識、ノウハウなど）
　・外部（労働市場の状況、雇用主や他の求職者）
　また、Johan Coletはエンプロイアビリティの主な指
標として以下の６つをあげている30）。
　・職業的専門知識
　・一般的なアカデミック・スキル
　・刷新的／創造的スキル
　・戦略的／組織的スキル
　・個人間スキル
　・商業的／起業家精神的スキル
　上記のように、エンプロイアビリティは職業に就
く、あるいは雇用を維持する能力であり、それは個人
の能力だけでなく、教育学習環境や労働市場などの外
部の要因にも影響される能力である。そして、エンプ
ロイアビリティを構成するものは専門的な知識、一般
的学力だけでなく、見通しをもって組織的に働く能力
や新たな仕事を開拓する能力、対人関係の能力などを
含むものである。
おわりに──「生涯学習に関する覚書」における６つ
のキー・メッセージ
　第２章で述べたように、個人はアクティブ・シチズ
ンシップとエンプロイアビリティを獲得・向上させる
生涯学習に参加する責任主体であるが、それらの生涯
学習の機会を提供するのは国や地方自治体、市場、
NGOなど広く社会の責任である。「生涯学習に関する
覚書」は生涯学習の行動のために６つのキー・メッ
セージをあげている31）。
　１．すべての人のための新たなベーシック・スキル
　　目標：知識社会への持続的な参加に必要とされる
スキルを獲得し刷新するための学習に普遍的かつ
継続的にアクセスの保障。
　２．人的資源への一層の投資
　　目標：ヨーロッパの最も重要な資源（asset）─
人々─にプライオリティを置くための人的資源へ
の投資の向上。
　３．教育・学習の刷新
　　目標：生涯にわたり全生活領域にわたる連続体と
しての学習（the continuum of lifelong and lifewide 
learning）という文脈と効果的な教育学習方法の
開発。
　４．学習評価
　　目標：学習への参加とその成果が、特にノン
フォーマルな学習とインフォーマルな学習におい
て理解され評価される方法の改善。
　５．学習指導・カウンセリング
　　目標：すべての人がヨーロッパ中のその人の全生
涯にわたる学習機会についての良質の情報とアド
バイスに容易にアクセスできるようにすること。
　６．身近な場所での学習機会の提供
　　目標：地域社会においてできる限り学習者に近い
場所での、また、どこでも使用することができる
ICTに基づく設備によって援助された生涯学習機
会の提供。
　キー・メッセージは、「人々」がヨーロッパにおけ
る最も重要な資源であり、すべての人々に生涯学習の
機会を提供するために、学習へのアクセス、教育学習
方法の刷新、教育学習評価の改善、学習情報とカウン
セリングへの容易なアクセスを可能にしようとするも
のである。生涯にわたる学習機会の提供、学校、職
場、家庭、地域社会を含み、生活のすべての場所で学
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習機会の提供が目指されている、そこでは、フォーマ
ルな教育の場での学習だけでなく、ノンフォーマル学
習、インフォーマル学習も貴重な生涯学習の場とされ
ている。
　1990年代、「生涯教育」に代わり「生涯学習」が教
育と職業訓練を結ぶ概念として登場してきたが、その
議論の進化とグローバライゼーションと経済危機の中
でエンプロイアビリティが登場してきた。それゆえ、
エンプロイアビリティは個々人の発達ではなく「雇用
されうる能力」に重きをおくものととらえれた面も
あったが、アクティブ・シチズンシップとともに人々
が社会のあらゆる分野に参加する主体へと成長するた
めの重要な要因である。人々はまた生涯学習の主体で
あり責任を有するものとされるが、その学習機会の提
供は国や自治体を始めとする社会のあらゆる分野の責
任である。
　アクティブ・シチズンシップとエンプロイアビリ
ティは雇用政策と教育政策を結ぶものであり、また雇
用政策と福祉政策を結ぶものである。
　本論文では、雇用政策の側からの十分な検討ができ
なかったが、今後、教育と福祉と雇用を結ぶ視点から
アクティブ・シチズンシップとエンプロイアビリティ
を検討していきたい。また、Andreas Fejesが主張して
いるガバナンスの視点からの検討も行いたい。
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